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1. 事業目的 

本事業では、次期介護報酬改定に向けた検討に資する基礎資料を得ることを目的とし

て、居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所における業務実態に関する調査を実施

した。特に、特定事業所加算Ⅳの算定状況やターミナルケアマネジメント加算の算定と

事業所属性との関連、通院同行の実態、保険外サービスの位置づけ状況、保険外サービ

スのみのために介護報酬を算定できないケースの実態把握等に関して、重点的に調査、

分析を行った。 

 

2. 事業概要 

1) 検討委員会の設置・運営 

学識者、介護保険サービス関連団体、ケアマネジメント実践者等11名による検討委員会
を設置し、調査内容の検討および調査結果に基づく議論を行った。 

2) 居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所、介護支援専門員の業務等の実態に関

する調査 

平成30年度介護報酬改定を踏まえ、居宅介護支援事業所における業務の実態を把握する
ためのWEB調査およびヒアリング調査を実施した。 

3) 管理者要件に関する調査 

管理者要件について、全国の居宅介護支援事業所を対象として、管理者の主任介護支援

専門員研修の修了状況を把握するための調査を実施した。 

4) セルフケアプランに関する調査 

全国の保険者におけるセルフケアプランへの対応状況を把握するための調査を実施した。 

5) 報告書作成 

本事業の内容についての報告書を作成した。 

 

3. 事業結果 

本事業に先行して、平成13年度から平成30年度にかけて老健事業（※1）及び改定検証（※
2）において実施されてきた居宅介護支援事業所及び介護支援専門員の業務等に関する実態
調査が実施されているが、本事業によって、データや知見を蓄積することで時系列の経緯
を追うことができた。また、本事業により、介護保険総合データベースから把握すること
と、アンケート調査から把握することが整理された。 
本事業の中でとりまとめた調査結果及び提言した内容をもとに、次期報酬改定に向けた

具体的な検討課題の設定や調査研究計画の立案のための基礎資料を得た。 
 
（※1）老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 
（※2）介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査 

 


